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大学生の政治一社会意識とナショナリズム (1)

NationalismandNationalldentlty:ThePoliticalandSocialConsciousness
ofUniversityStudents(Part1),

浅 野慎 一*･広 畑 千 春 **

AsanoShinichiandHirohataChiharu

序章 課題と方法

第 1節 はじめに

近年､ナショナリズムやナショナル ･アイデンティティへの関心が高まりつつある｡その背景には､

グローバリゼーションの進展に伴い､一方でネイションの相対化が進み､他方でネオ ･ナショナリズ

ムやエスノ･ナショナリズムを含め､新たなナショナリズムの活性化 ･再構築が見られるといった現

実がある｡また従来､主にネイシヨンの相対化という文脈で論じられてきたエスニシティ･性 ･地域

等の研究の進展に伴い､それらとネイシヨンとのより複雑な関係性が改めて問い直されてきて

いる1)｡

ネイションやナショナル ･アイデンティティ､そしてナショナリズムが近代の産物であること､し

たがって近代個人主義 ･市民社会と共存 ･連鎖する概念であること等については､多様な論争 ･論点

を季みつつ､大まかな合意 ･共通認識が形成されているように思われる2)｡

しかしそれでも､ネイションという概念が多義的であることに変わりはない3)｡周知のごとく､

それは ｢民族｣であり､｢国民｣であり､｢国家｣でもある｡またそれは､一方で､階級 ･ジェンダー

･エスニシティ･地域等といった異質性 ･多元性を季み､したがって不断の変容-解体一再構築のプ

ロセス (｢日々の人民投票｣ 4))､であると同時に､他方でつねに同質化 ･一元化 ･平準化が貫徹す

るプロセスとしても論じられる｡それは一方では実体の無い虚構であると同時に､他方では厳然たる

実体 ･実在として諸個人の硯実生活を規定 ･支配する (｢想像の政治的共同体｣ 5)) 6)｡さらにそれ

は､最も現実的で強力な公共性の制度的基盤であり､しかしそれゆえに最も現実的で強力な排他的境

界線 ･支配機構でもある｡

このようなネイションの矛盾を学んだ多義性を､その相互連関も含めて総体的に捉えた研究は､必

ずしも多くない｡むしろ､ネイシヨンを自然 ･自明な､あるいは意図的に構築すべき公共性の単位と

捉えるにせよ､逆にその社会的構築性を暴き､排他性 ･支配性を告発 ･批判するにせよ､暗黙のうち

にネイションの特定の側面に視野を限定し､あるいはその多様な側面を文脈に応じて使い分けている

研究が少なくない｡ネイションは､近代社会や近代社会科学の矛盾 ･限界を最も集約的に示す概念の
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一つといえよう｡

ネイションの多義性の少なくとも一部は､資本主義的階級によって基礎づけられている｡すなわち

ネイションは資本主義的階級制度の維持 ･再生産という至上目的に基づき､その内部に異化 (差別化)

と同化 (平準化)､公共性と排他性 ･支配性を同時に拡大再生産する｡したがってまた､ネイション

に対抗する主体 も､自らの ｢生命一生活 (life)｣の維持 ･再生産のために異化と同化､新たな公共性

と排他性 ･支配性を同時に拡大再生産せざるをえない｡ネイションの把握には､異化と同化､公共性

と排他性といった二元論やそれを前提とした二者択一ではなく､何よりもその目的である資本蓄積や

そのための階級制度への視野が不可欠となる｡

第 2節 ネイションと帝国主義 ･グローバリズム

このことは､ネイションが一国内 ･一国単位のシステムというより､むしろ帝国主義やグローバリ

ズムといった資本蓄積を目的とする世界システムの構成要素であることと表裏一体の関係にある｡個

別のネイションの意義 ･意味は､こうした世界システム内での位置 ･文脈によって大きく変わる｡

ネイションを世界システムの構成要素として捉える認知枠は､世界システム研究では半ば自明視さ

れているが7)､ネイシヨン研究の側では必ず しも重視されてこなかったように思われる｡そこでネ

イション研究､とりわけ階級的視点が希薄なそれでは､しばしば一国内部 ･一国単位での公共性と排

他性､同化と異化といった現象的な二元性やその錯綜といった把握にとどまりがちであった｡

また､一部の世界システム研究にも混乱がみられる｡例えば､近年のグローバリゼーションをめぐ

る議論においても､一方でそれがネイションの相対化であり､ネイシヨンを前提とした国際主義 (int-

er-nationalism)とは異なる点が強調される｡しかし他方でグローバリズムには､それが資本によっ

て主導されており､被抑圧階級 ･被抑圧民族の国境を越えた連帯としての国民国家主義批判 (intemational-

ism)とも異なるという含意がある｡必ずしも十分に区別されていない双方の議論の重要な分岐点は､

明らかにネイションと世界システムの相互関連をいかに把握するかであろう｡

帝国主義やグローバリズムといった世界システムは､いうまでもなく個別ネイションを超越する｡

それは､多民族 ･異質性やそれに基づ く格差､及び､特定の境界内部にとどまらない対外膨張や普遍

性を､最初から自明の前提 としている8)｡ しかし､そうした世界システムは､あくまで中核的ネイ

シヨンの利益追求のためのシステムにほかならず9)､したがって否応なく､周辺的ネイションの抵

抗 ･異議申し立てを内包する｡しかも後者の抵抗 ･異議申し立て- 反帝国主義､反グローバリズム､

社会主義､人権､戦争責任の追及､地域主義､宗教等々- は､必然的に世界システムそのものへの

批判となり､"intemational-ism"に連鎖せざるを得ない10)｡世界システムとネイションは､地球大と

一国内のそれぞれの階級制度に即 して "入れ子"状態にある｡

世界システムは､20世紀の前半から後半にかけて､帝国主義からグローバリズム (-現代帝国主義

ll)) へと変貌を遂げてきた｡その変貌をネイションとの関わりで総括すると12)､まず第 1に､普通

選挙権 ･女性参政権の獲得や植民地独立により､まが りなりにも人類の大多数が初めて､自前の国民

国家 ･国民主権を獲得 した｡それに伴って第2に､個別の中核的ネイションの国家権力と独占資本が

癒着 ･結合した国家独占資本主義ではなく､グローバルな世界市場で多国籍企業が利潤増殖する新た

な資本蓄積様式が主流となった｡それは第3に､中核的ネイション (諸列強)が対立して世界市場を

排他的に分割する植民地主義から､アメリカをはじめとする中核的ネイションが協調 してグローバル

な世界市場を構築 ･管理するIMF体制への移行でもあった｡その結果､第4に､地球レベルでの南

北格差や環境破壊など､個別ネイションの確立によっては解決 しえない "地球的問題群"が顕在化 し

た｡しかも第5に､個別ネイションの自立的 ･内発的発展の可能性は大きく制約され､周辺的ネイショ

ンはもちろん､中核的ネイションの独自の国益 ･国民益 も大幅に制約されることとなった｡そこで第
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6に､既存のネイションのあり方に対し､諸 ｢国民｣の中でも失望や無関心が広がり､あるいは意識

的な脱ネイションの動きも強まりつつある｡

こうした世界システムの変貌の中で､各ネイションの意義 ･意味や現象形態も大きく変わってきて

いる｡

すなわち帝国主義段階においては､中核的ネイション内部では､国民主義 (英米仏等)と国家主義

(日独伊)が植民地獲得 ･覇権をめぐって対立 ･対抗し､周辺的ネイションでは民族解放 ･民族自決

を目指した民族主義が活性化した｡いわば､国民主義 ･国家主義 ･民族主義の3つのナショナリズム

が主要な対立軸となった｡

これに対し､グローバリズム段階では､まず多国籍化した独占資本､及び､被抑圧階級 ･被抑圧民

族の双方から､それぞれ異なる論理での脱ネイション論 ･"intemational-ism"が主張される｡また､

中核的ネイションでは､多国籍化した独占資本との共通利害を重視する国民主義連合 (inter-nationaレ

ism)13)､及び､その内部分裂や乳みを反映したネオ ･ナショナリズムが活性化する｡一方､周辺的

ネイションでは､グローバリズムの中で自己防衛し､あるいは相対的な地位上昇を目指すための国家

主義が､従属的資本主義化を推進する開発独裁､及び､それに抵抗する共産党独裁14)という形をとっ

て成立する｡さらに､そうした周辺的ネイションの国家主義やグローバリズムに対する異議申し立て

として､国民主義 (民主化運動)､及び､民族主義 (e血no一mationalism)も活性化する｡

以上のように､国家主義 (上からの近代化)､国民主義 (下からの近代化)､民族主義 (ethno-national-

ismを含む自前の国民国家の確立)､そして多様な国際主義 (intemational-ism､inter-nationalism)､

脱ネイション論等はいずれも､一定の世界システム内部での位置 ･文脈の違いに基づく政治的主体性

の多様な発現諸形態にはかならない15)0

第3節 ナショナリズムとナショナル ･アイデンティティ

ネイシヨンの議論をさらに複雑にするもう一つの論点は､ナショナリズムとナショナル ･アイデン

ティティの関係である｡

両者の間にはいうまでもなく､連続性と断絶性がある｡

まず､連続性を重視すれば､両者はまさに相互規定的だ｡ナショナリズムとは､ナショナル ･アイ

デンティティの政治的表現であると同時に､それを構築する政治的契機でもある｡逆にナショナル ･

アイデンティティとは､ナショナリズムに基づく文化的構築物であると同時に､それを生み出す文化

的土壌でもある｡両者はネイションを媒介として密接に結合 ･連続した概念にほかならず､しかもそ

れは同質性 (単一国家 ･単一民族 ･単一言語等)の文脈で捉えられる場合が多い｡

一方､断絶性を重視すれば､ナショナル ･アイデンティティは他のあらゆる種類のアイデンティティ

と同様､一定の同一 ･統合性とともに､多元性 ･拡散性 ･異質性 ･矛盾を併せ持ち､したがって不断

の変容 ･解体 ･再構築のプロセスだ｡これに対し､ナショナリズムとは､そうした多様なナショナル

･アイデンティティに同質性 ･一元化の幻想を付与し､あるいは強制する特殊な政治思想である｡ナ

ショナル ･アイデンティティは､ナショナリズムによる一方的 ･一枚岩的な文化的構築物ではなく､

むしろナショナリズムに対する多様な抵抗 ･対抗 ･異議申し立ての歴史的産物でもある16)0

*ナショナリズムとナショナル ･アイデンティティの連続性と断絶性をめぐる認識の錯綜は､

多彩な研究領域に内在しているが､その一つの典型的領域として日本の戦争責任問題がある17)｡

戦後の日本国民 (主権者としての日本国籍者)が､日本国家の戦後処理 (刑法上の罪､及び､

政治上の罪に対する対処)をいかに果たすべきかという論点に限れば､法的 ･政治的判断の内

実は多様- 現状を ｢全 く不十分｣とする判断から､｢すべて決着済み｣とする判断まで-

であっても､論点自体は比較的明確である18)｡その責任は､エスニック ･マイノリティや戦
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後生まれを含め､主権者としてのすべての日本国民に課せられる｡またそれは､戦争そのもの

についての責任ではなく､あくまで戦後処理に関する責任だ｡

しかし､戦争そのものに関する戦中の日本国民 ･日本民族の責任､あるいは戦争の道徳的な

罪 ･形而上の罪を含めて戦後の日本国民 ･日本民族がいかに引き受けるか/引き受けないかと

いう論点になると､先程のナショナリズムとナショナル ･アイデンティティの関係に関する認

識の錯綜に基づき､論争自体が容易に噛み合わず､すれ違いがちになる19)｡

もちろん一般論としては､ナショナリズムとナショナル ･アイデンティティの断絶性を重視

すれば､ナショナリズムへの抵抗主体､あるいはナショナリズムの被害者といった日本国民 ･

日本民族像が描き出されやすい｡逆に両者の連続性を重視すれば､ナショナリズムの担い手､

あるいはナショナリズムに基づいて侵略を推進した加害者といった国民 ･民族像が前面に出る｡

しかし､連続性と断絶性の錯綜の中で､問題は複雑になる｡例えばまず､連続性を重視し､戦

争責任を人類的価値や個人主義に安易に昇華させてはならず､何よりも国民 ･民族として加害

･被害の双方を引き受ける責任があるという立場がある20)｡それに対し､そのような国民 ･

民族と安易に自己同一化するアイデンティティこそが問題であり､個人 ･人間としての責任を

国民 ･民族のそれに回収させてはならないとする､断絶性を重視する立場もある21)｡さらに､

国民 ･民族としての責任の自覚があって初めて人類的公共性の構築も可能になり､いいかえれ

ば無限に開かれた形而上の罪を具体的に確定 ･限定する方法として国民 ･民族は有効だという､

連続性をその止揚の射程において重視する立場もある22)｡しかしまた､その止揚の道筋が不

明確である以上､そうした言説は結局､国民 ･民族への回収への道を開くだけだという､断絶

性の限界を見極めようとする立場もある｡こうした複雑な論争の根底にある問題の一つは､ナ

ショナリズムとナショナル ･アイデンティティの関係に関する認知枠のすれ違い ･使い分け ･

錯綜であろう｡

こうしたナショナリズムとナショナル ･アイデンティティの関係が明示的に整理された形で論争の

盤上に上りにくい一因は､それが必ずしも特定の政治的立場と直結しないことにあろう｡いいかえれ

ば､ほとんどの政治的立場は連続性と断絶性を暗黙の前提として使い分けている｡例えば､国家主義

は当然､連続性を重視するが､しかしそれは断絶性の存在や可能性を認めるからこそ､連続性の意識

的構築の必要性や､連続性がいかに ｢自然｣なことであるかを強調する｡また国民主義は､国家主義

に対しては断絶性を主張するが､自らの論理の内部では連続性を前提とする｡ナショナル･アイデン

ティティに基づく多様な "inter-nationalism''が､それぞれの必要や文脈に応じて連続性と断絶性の

双方を活用 ･使い分けることはいうまでもない｡そして脱ネイション論 ･"intemational-ism"はも

ちろん連続性を重視 した上で､ナショナリズムとナショナル ･アイデンティティの双方を批判 ･告

発23)するが､その中でもナショナル ･アイデンティティの多元性 ･異質性を承認して､それが脱ネ

イション･"intemationa卜ism"を構築する契機となりうると捉えれば､必然的に一定の断絶性を認め

ることになる｡ナショナル ･アイデンティティに一切の多元性 ･異質性の存在や可能性を認めず､し

かもそこからの脱却を主張する立場だけが唯一､純粋な連続性の主張ということになるが､しかしそ

の場合は､ネイション以外の新たな公共性 (あるいは ｢生命一生活(life)｣の再生産の論理)が排他

的境界の単なる再設定ではないことの根拠- ディアスボラといった境界のたえざる変更､及び､ハ

イブリッド化も､境界それ自体の解消を意味せず､より多元的 ･多重的な差別化 ･排他性の構築であ

りうる- ､あるいは多元性の一つとしてネイションも承認するのか否かが問われ､単純な反 ｢ナショ

ナル ･アイデンティティ-ナショナリズム-ネイション｣では済まなくなる｡

*戦争責任問題でも､ナショナリズムとナショナル ･アイデンティティの関係を捉える認識の
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枠組みと､特定の政治的立場は直結しない｡両者の断絶性を重視 して､ナショナリズムの被害

者として国民を捉える認知枠は､一方でともに被害者として被抑圧民族と連帯して国家の加害

責任の追及に向かうが､他方では ｢被害者だから責任はない｣といった没主体性 ･無関心にも

向かいうる｡逆に両者の連続性を重視して､ナショナリズムを担う加害者として国民を捉える

認知枠は､一方で主体的な自省を生み出すが､他方では被抑圧民族との対立関係を浮き彫 りに

して連帯を困難にし､一億総俄悔的に支配層の責任追及に歯止めをかける契機にもなる｡さら

に､強固な自省的ナショナル ･アイデンティティを構築すべきだという主張は､つねに ｢ネイ

ションの利益追求は当然｣といったナショナリズム-の主体的 ･ブーメラン的回帰とも表裏一

体だ｡逆に､戦争責任の国民 ･民族への回収を拒否し､ナショナル ･アイデンティティそのも

のを克服 ･止揚する必要性の主張は､｢戦後生まれ､あるいは自分個人は戦争責任と無関係｣

という政治的立場とも親和的である｡

したがってここで重要なことは､ナショナリズムとナショナル ･アイデンティティの関係を連続性

･断絶性の二者択一ではなく､いかなる意味で連続し､いかなる意味で断絶しているのか (あるいは

していないのか)を､実態に即して具体的に見定めることであろう｡

第4節 現代日本社会のナショナリズム

多様なナショナリズムの活性化は､現代日本でも例外ではない｡

1980年代以降､日本でも資本と労働力の国際化 ･多国籍化が急速に進んだ｡輸出主導型の高度経済

成長は破綻し､アメリカ従属下での ｢島国｣単位 ･一国単位の産業 ･社会構造のリアリティは失われ､

一国平和主義 ･単一民族神話が通用しなくなった24)｡日本が引き続き中核的ネイションの地位を維

持するには､グローバルな世界市場を構築 ･管理する ｢国際貢献｣､及び､それに対処しうる新たな

ナショナル ･アイデンティティの再構築が不可欠になったといえよう0

そこでまず､支配層主流派では､グローバリズムを前提とした中核的ネイションの一員としての国

民主義連合 (inter-nationalism) ･新自由主義が大きな地位を占めている｡また､支配層非主流派は､

グローバリズムの乳みの中で独自の国益や独自の国家的アイデンティティを求め､ネオ ･ナショナリ

ズム ･新保守主義を主張して主流派と対立しつつ､これを補完する｡さらに1990年代以降は､日本が

中核的ネイシヨンの地位から没落することへの危機感 ･自信喪失 ･無力感を背景として､構造改革の

さらに強力な推進を求める国家主義的期待もみられる｡一方､国民生活の危機から､国民を対象とし

たセーフティネット論､新福祉国家論等の国民主義の主張も活性化し､階級政党としての日本共産党

も自らの性格規定を ｢日本の労働者階級の党であると同時に､日本国民の党｣と改定 (2000年の規約

改定)した｡さらに外国人に対する差別や排撃といった民族主義も台頭している｡

このような多様なナショナリズムの活性化は､そのままナショナリズムの相対化 ･揺らぎの現れで

もある｡そこで､多様なナショナリズムとともに､それらすべてを批判 ･相対化するグローバリズム､

反グローバリズム､脱ネイション論や国際主義 (intemationaHsm)､地域主義等もまた同時に活性化

する｡これらも含め､多種多様な立場から､｢日本史｣の見直しも進む25)｡

現代世界システムにおける日本のナショナリズムの固有の特徴は､次の諸点に兄いだすことができ

よう｡

まず第1は､アメリカ従属の下で中核的ネイションの一つに成長してきた戦後史のもつ重みである｡

東西冷戦が崩壊した現在､グローバリゼーションの中で中核的ネイションの地位に固執する以上､反

アメリカを正面から掲げた独自のナショナリズムの構築は当面､困難である｡そこで支配層 ･国民の

中では､中核的ネイションの新自由主義的な国民主義連合 (inter-nationalism)が主流的地位を占め､
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新保守主義的なネオ ･ナショナリズムは非主流の地位に甘んじざるを得ない26)｡ただし両者は一方

だけでは完結せず､つねに相互補完的である｡またネオ ･ナショナリズムは必ずしも国家主義とは限

らず､国民主義でもありうる｡

第2に､アジア諸国､とりわけ中国との関係である｡日本は戦後､アメリカ従属の下､アジアにお

ける ｢反共防壁 ･極東の工場｣として- 他のアジア諸国との協調にそれほど意を払わず (侵略戦争

の歴史の総括を欠いたまま)一一経済大国化を実現し､経済的にはアジアでほぼ唯一の中核的ネイショ

ンとなってきた｡これは､戦後の高度成長を実現する上で近隣諸国との協調 ･侵略戦争の総括が不可

避だったドイツ､及び､複数の中核的ネイションが成立したヨーロッパとの大きな違いである｡そし

て1980年代以降､日本経済の国際化､資本と労働力の多国籍化は､アジア (特に中国)を不可欠の生

命線として進んでいる｡それをさらに円滑に進めるには､侵略戦争の歴史を総括し､現代の経済進出

と過去の侵略戦争が異質であることを明示することが､日本のナショナリズムにとって不可避の課題

となっている27)｡しかも同時に中国の改革開放による経済成長､及び､日本企業の海外進出による

産業空洞化の進展に伴い､東アジアにおける中核的ネイションの地位が日本から中国にシフトする可

能性も高い｡これもまた日本のナショナリズムにとっては重要な問題である｡

そして第3は､憲法の平和主義をめぐる問題だ｡日本国憲法の平和主義は､スイス等の非同盟武装

中立とは異なり､少なくとも一定局面では ｢国民国家-日本｣の安全 ･利益を ｢武力による平和の拒

否｣という世界的普遍的価値より下位におくという意味で､国民国家の限界 ･限定を突破する側面を

有する｡日本の平和 ･安全は､ネイションではなく､"thepeace-lovingpeoplesofthewo血d"によっ

て担保される｡日本国憲法は､国民主権に基づくが､しかし国民的利益に囚われず､人類的利益を優

先するという矛盾に耐え抜く決意の宣言であり､究極の反ネイション的憲法という逆説でもある｡こ

の平和主義は､国民主義を含め､あらゆるナショナリズムとの間に一定の乱麻を畢む｡もとより一定

の世界社会状況の主体的創出の下では､国益 ･国民的利益と人類的利益は矛盾しないが､しかしアプ

リオリに一致 ･調和するとも限らない28)｡ただしまた､国際無差別テロに端的に見られるように､

武力行使においても国家が唯一のアクターではなくなっている現在､ネイションに囚われない人権と

しての平和的生存権29)の思想はますます有効性を増しつつある｡こうした諸点をふまえ､憲法の平和

主義にいかに向かい合うかは､日本のあらゆるナショナリズムにとって､大きな論点となろう｡

第5節 本稿の課題と方法

以上をふまえ､本稿では､現代日本のネイションに関する大学生の政治一社会意識の実証的把握を

通して､現代日本のナショナリズムの特質､及び､ナショナリズムとナショナル ･アイデンティティ

の関係性を考察する｡さらにそれをふまえて､ネイション (国家 ･国民 ･民族)､及び､それらと世

界システムの関係を､より精敵に解明したい｡

大学生は､比較的鋭敏に時代の政治一社会思想に反応する階層といえよう｡本稿の素材とする調査

は､1999年10-11月､国立K大学 ･私立で女子大学で実施した｡回答者は595名､男性が72.6%､女

性が27.4%､専攻は理系が65.0%､文系が35.0%である30)｡もとより本調査の対象者は､日本の大学

生全体を代表するものではなく､したがって本調査は大量観察の手法をとりつつも､あくまで質的デー

タ収集の一つである｡それは､所与の全体の縮約としての趨勢 ･傾向を示すものではなく (研究者の

主観と無関係な ｢所与の 『全体』｣なるものがありうるのかという根本的な疑義はさしあたり保留し

た上で)､いわば個別具体的な現代日本の青年層 ･大学生諸個人の政治一社会意識の集積からなる質

的なデータにはかならない｡

以下､対象者の政治一社会意識を､①近現代史に対する歴史認識 ･歴史教育観､②現代日本の政治

･社会に対する認識､③戦争 ･軍事に対する認識､④民族意識 ･アイデンティティという諸相から分
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析 し､その上で政治一社会意識の多様な諸類型 とそれらの相互連関について分析 ･考察 していこう｡

なお本稿の序章は主に浅野が､それ以外の各章は主に広畑が執筆を担当した｡ただし内容的には全

体にわたって相互に議論 し､終章は共同で執筆 した｡

≪補注≫

(1)上野千鶴子(1998)､小田亮(1999)､椎野信雄(1999)､牟田知恵(1996)､富山一郎(1990)等｡

(2)Gellner(1983)､Hobsbawm(1992)､アンダーソン(1987)等｡

(3)Hobsbawm(1992)pp.5-8.

(4)ルナン(1997)62頁｡

(5)アンダーソン(1987)17頁｡

(6)糟谷啓介(1999)85･87頁｡

(7)例えばウオーラーステイン(1993)第5･7章｡

(8)ネイションとエンパイアの違いについては､Hechter(1975)pp.60-64.グローバリゼーションの一元性と多

元性については､言語に即 して中村敬(1999)76頁｡また､第2次世界大戦中の日米の反人種主義･普遍的正統

性をめぐる｢思想戦｣については､酒井直樹(2001)242-245頁｡

(9氾ilroy(1987)p68,ターナー(1999)316頁より｡荒井信一(1995)第3章｡

(10)インタナショナリズムや戦争責任の追及が､それ以前には最高の価値とされていたナショナリズムを批判

し､主権国家の行動を制約する思想の登場であったことについては､荒井信一(1995)第1章～第3章｡人類の

普遍的価値に連なるナショナリズムについては渡辺-氏(1983)231-232頁｡民族主義と社会主義･国際主義

の関係については､エンゲルス(1967)､同(1974)､コノリー(1986)､浅野慎一(1993)第1章･第3章｡

(ll)渡辺治(2001)5･173-180頁｡

(12)浅野慎一(1997)16貢｡なお､アンダーソン(1993)は､現代を帝国の崩壊･ネイションの誕生過程と把握し､グ

ローバリゼーションについてはネイションと親和的に捉えている｡

(13)ヒルシュ(1998)120-122頁は､｢国民的競争国家｣と表現している｡

(14)グローバリズムの主要な起点をポス ト コロニアリズムと捉えるか､冷戦崩壊に求めるかについては様々な

議論がある｡本稿は主に前者の立場に立つが､その前提となる社会主義国･冷戦の捉え方については､浅野慎

一(1997)6頁､(1998-a)8-9頁｡

(15)したがって､いわゆる｢健全なナショナリズム｣や｢開かれたナショナリズム｣の可否- 例えば､福揮諭吉･

丸山寅男等の国民主義も含めて- も､こうした各時期の世界システムとの関連で､誰にとって｢健全｣で

｢開かれ｣ているかが明確にされる必要がある｡

(16)ターナー(1999)318-320頁に与れば､Gilroy(1993)pp.3-4は､マルクス主義以外のラデイカリズム､カルチュ

ラル･スタディーズの仕事もまた､｢人種のポリティックスの相互触媒的ないし横断的な力動性を､イングラ

ンドの国民的アイデンティティの形成および再生産における重大な要素として考察しようとしてはこなかっ

た｣ことを厳しく批判している｡

(17)戦争責任問題の主な論点整理としては､荒井信一(1995)第5章､安彦一恵(1999)､青山治城 (1999)等｡戦後

日本のナショナリズムとナショナル･アイデンティティの関係については､ヂ健次(1994)60-61頁等｡

(18)大沼保昭(1987)｡刑法上･政治上の罪については､後出の人道上･形而上の罪についても含めて､ヤスパース

(1998)｡
(19)例えば､岡部牧夫(1990)､高橋彦博(1989)｡

eo)加藤典洋(1997)｡

(21)上野千鶴子(1998)｡やや異なる位相から､野田正彰(1998)｡

¢2)高橋哲哉(1995)､岩崎稔･高橋哲哉(1997)等｡

C3)ナショナル･アイデンティティの多元性を強調する立場と､ナショナル･アイデンティティそのものの単一

性を批判･告発する立場は､しばしば錯綜し､それぞれの文脈で使い分けられていることが少なくない｡いず
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れの側面をいかなる文脈で重視するかには多様なバリエーションがあるが､例えば､カーニー(1999)､花崎

皐平(1993)､立川健二(1999)､酒井直樹(2001)､小田亮(1999)等｡注(16)で示したGilroy(1993)も､ターナー

318-320頁によれば､国民的アイデンティティの再解釈ではなく､むしろナショナリティ･国民国家そのも

のの超越を主張している｡

囲浅野慎一(1997)第1章第6節､同(1998-a)173-181頁､同(1998-b)113-118頁Cそれと戦争責任との関係は､荒

井信一(1995)第5章第2節｡戦後日本の国民的統合と国民文化の統一性の保持がアメリカの対日支配(従属化)

の効果的手段でもあったことについては､酒井直樹(2001)｡

e5)網野善彦(1997)､西尾幹二(2001)o

e6)両者の対立と相互補完の実態については､渡辺治(2001)6･141頁･第4章｡国際貢献の必要を主張するインタ

ナショナリズムについては､杉山光信(1992)0

¢7)渡辺治(2001)142-145･201-212頁O

幽渡辺治(2001)183-184頁｡

¢9)もとより日本国憲法の9条に限れば､それが求めているのは｢世界平和｣ではなく､｢国際平和｣である｡それが

否定しているのは､｢国権の発動たる戦争｣や｢国の交戦権｣であり､民族的･地域的･宗教的･階級的な超国家

組織の武装闘争ではない｡しかし憲法前文を含む平和主義に人権としての平和的生存権の確立の模索を読

み取ることは十分に可能である｡平和的生存権については､和田進(2001)0

60)対象者には､日本以外の国籍者が12名(全体の2.0%)含まれる.日本民族以外の対象者の比率は､民族概念そ

のものの暖昧さに基づき､不明である｡日本国籍･日本民族以外の対象者については､｢第4章 民族意識･アイ

デンティティ｣の質問項目に関しては､自らの国籍･民族に即して回答してもらった｡このような在日･滞日

で日本国籍･日本民族以外の̂ 々の政治一社会意識を､日本のナショナル･アイデンティティの一環と捉え

るか否かについては､議論の余地がある｡ただし本稿では､補注(16)で述べたGilroy(1993)等の観点を重視

し､そうした人々の政治一社会意識も､現代日本の｢国民的アイデンティティの形成および再生産における

重大な要素｣として捉える立場から､特に対象者から除外はしなかった｡また､そうした対象者の人数が限ら

れ､統計的処理には意味がないと判断し､特に別枠として集計もしなかった｡

第 1章 近現代史に対する歴史認識 ･歴史教育観

本章では､日本のネイシヨンに関わる近現代の歴史認識と歴史教育に対する意識を分析する｡

第 1節 第 2次世界大戦をめぐる歴史認識

まず､第2次世界大戦において日本がアジア諸国に対 して行った ｢侵略/進出｣に対する評価 (図

1-1)をきくと､｢決 して許されるべきではない｣という意見が56.1%と過半数を占め､｢一概に悪

いとはいえない｣ という意見 (25.0%)を大 きく上回った｡

｢決 して許されるべ きではない｣ という意見の中では､｢日本のアジア侵略は悪いことだが､欧米

諸国もアジアを植民地化 していたので許されるべ きではない｣が28.5% (3つまでの複数回答では57.

0%)､及び､｢日本のアジア侵略は､ 日本の帝国主義的利害 ･野心に基づ くものであ り､許されるべ

きではない｣が22.4% (同38.2%)と多 く､これらに比べると､｢日本や ドイツのファシズム ･全体

主義は絶対に悪い｡戦前の日本は､英米のような自由主義 ･民主主義国家を目指すべ きだった｣は5.

2% (同16.1%)と少ない｡総 じてここでは､侵略戦争をファシズムに固有の問題 とみなすよりは､

帝国主義的な侵略 ･植民地支配そのものの不当性の方を重視する姿勢がみられる｡

一方､｢一概に悪いとはいえない｣ という意見の中では､｢日本のアジア進出は､イギリスやアメリ
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カ等の大国に対抗して国際社会で生き残っていくためにはやむをえない面もあった｣が全体の16.7%

(同41･0%)､及び､｢当時は帝国主義 ･植民地支配があたりまえの時代であった｣が13.3% (同28.4

%)と多く､これらに比べると､｢日本がアジアに進出したことによって､結果的にアジア諸国は近

代化したり､植民地からの独立運動のきっかけをつかんだ｣は5.0% (同16.0%)と少ない｡ここで

は､主に中核的ネイションとしての "生き残 り"の観点 ･立場が重視されているようである｡また､

これらを選択した対象者の中には､｢大切なのは､なぜあのような戦争がおこったのかを正しく知る

ことだと思う｣､｢戦争は悪いものだけど､日本を植民地化から守り､日本という国を維持していくた

めには必然だったのだろうか｣等といった自由回答もあり､戦争の結果から善悪を判断するより､戦

争に至る経緯を重視しようとする姿勢も垣間見られる｡

なお､日本のアジア侵略が ｢決して許されるべきではない｣という意見の中で最も大きな位置を占

める ｢日本のアジア侵略は悪いが､欧米諸国もアジアを植民地化していたので許されるべきではない｣

を単数回答で選択した人は､複数回答で必ずしも ｢決して許されるべきではない｣という意見を選ん

でいるとは限らず､ト 概に悪いとはいえない｣という意見を選んでいる場合も少なくか ､1)｡この

こともまた､第2次大戦時の ｢侵略/進出｣を肯定するにせよ､否定するにせよ､ファシズムの独自

図111第2次世界大戦において,日本は,アジア諸国に｢侵略/進出｣しました｡それについて,あなたはどのように思いますれ (3つ以内

の複数回答｡うち最も強くそう思うものを一つ回答)

h

a b G d o f g h

註;実態調査より作成

a)日本のアジア進出は,イギリスやアメリカ等の大国に対抗して,国際社会で生き残っていくためには,やむをえない面もあった｡

b)日本がアジアに進出したことによって,結果的に,アジア諸国は近代化したり,植民地からの独立運動のきっかけをつかんだりしたので,

一概に慕いとは言えない｡

C)当時は,帝国主義･植民地支配があたりまえの時代である｡その時代に,日本がアジア-進出したことは,一概に悪いとはいえないo

d)日本やドイツのファシズム･全体主義は絶対に悪い｡戦前の日本は,英米のような自由主義･民主主義国家を目指すべきだった｡

e)日本のアジア侵略は,日本の帝国主義的利害･野心に基づくものであり,決して許されるべきではない｡
O日本のアジア侵略は悪いことだが,欧米諸質も,アジアを植民地化していたので許されるべきではない｡

∂わからない｡

h)その他
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の問題というより､英米仏蘭等を含む帝国主義的な侵略 ･植民地支配そのものの問題と捉える認知枠

が大きな位置を占めていることを示している｡

第2節 戦争責任

では次に､第2次世界大戦における日本の戦争責任に関する認識をみていこう (図1-2)o

まず､｢戦争においてはすべての人々が加害者であり､被害者でもある｡誰に責任があるとはいえ

ない｣(25･0%､3つまでの複数回答で38.5%)､｢戦後に生まれた世代は､加害者でも被害者でもな

い｡責任は負えない｣(12･7%､複数回答30.1%)､｢戦争そのものに責任者はいないが､日本を敗北

させた責任は､当時の国家 ･軍部の指導者にある｣(3.9%､複数回答12.1%)等､戦争責任の所在を

必ずしも明確にしない意見が全体の42.6%と大きな位置を占める｡

これに次ぐのは､ト 股の日本国民は､国家指導者によって戦争にかりたてられた被害者だ｡戦争

を推進 した国家指導者の責任をもっと追及すべきだ｣(29.5%､複数回答43.5%)､及び､ト 殻の日

本国民は､原爆や空襲によって被害を受けた被害者だ○原爆を落としたアメリカの責任をもっと追及

すべきだ｣等､一般の日本国民か ｢被害者｣の立場で戦争責任を追求すべきだという意見は全体の36.

8%を占める｡とりわけ､｢国家指導者の責任を追求すべき｣との意見は大きな位置を占める｡一方､

｢アメリカの責任を追及すべき｣との意見は単数回答では7.3%にとどまるが､複数回答では23.7%

と一定の位置を占める2)｡

これらに比べると､｢第2次世界大戦には､すべての日本国民が参加していたので､日本国民には

加害者としての責任がある｡アジア諸国の人々に対 して謝罪すべきだ｣という意見は全体の9.4%

(複数回答20.8%)と極めて少ない｡

図 卜2第2次世界大戦における日本の｢戦争責任｣について,あなたは,どのように考えますか｡(3つ以内の複数回答｡うち最も強くそう

思うものを一つ回答)

a b c d e f g h

註;実態調査より作成

a)戦争においては,すべての人々が加害者であり,被害者でもある｡誰に責任があるとはいえない.

b)戦争そのものには責任者はいないが,日本を敗北させた責任は,当時の国家･軍部の指導者にある｡

C)第 2次世界大戦には,全ての日本国民が参加していたので,日本国民には加害者としての責任がある｡

d)一般の日本国民は,原爆や空襲によって被害を受けた被害者だ｡原爆を落としたアメリカの責任を,もっと追及すべきだ｡

e)一般の日本国民は国家指導者によって戦争にかりたてられた被害者だ｡戦争を推進した国家指導者の責任をもっと追及すべきだ｡

が軌後に生まれた世代は,加害者でも被害者でもないQ賛任は負えないc

g)わからない｡

h)その他
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第 3節 歴史教育

さて､現代の日本の中学 ･高校における近現代史の教科書 ･教え方 (図 1-3)については､｢戦

争の悲惨な歴史が十分に教えられていない｡二度と過ちを繰 り返さないために､もっと真実の姿を教

えるべきだ｣という意見が全体の46.8% (2つまでの複数回答で67.6%)と最も多い｡これに次いで､

｢原爆や空襲など､日本の被害ばかりが教えられている｡侵略 ･虐殺など､日本の罪 ･加害の部分を

もっと教えるべきだ｣という意見が26.4% (同54.5%)と多 くなっている｡自由回答では､｢自分の

祖先が犯 してしまった罪は忘れてはならないと思う｡戦争中は人をたくさん殺すことが名誉だという

価値観が生まれるが､そんな状況には二度となってほしくない｣､｢日本は確かにひどいことをした｡

そういった真実の姿を隠さず､ありのままに後の世代に伝えていくことが､私たちの責任である｣等

の意見がみられる｡

これらに比べ､｢侵略 ･従軍慰安婦など､『暗い』歴史ばかりを教えすぎる｡もっと日本人としての

プライド･誇 りが持てる内容を教えるべきだ｣､及び､｢侵略 ･従軍慰安婦など､外国の被害ばかりが

強調されている｡あの戦争では日本も悲惨な被害を受けたのだから､そういうことをもっと教えるべ

きだ｣といった意見は少ない3)｡

近現代史の教育と関わり､政府による教科書検定の是非 (図 1-4)については､｢どちらともい

えない｣､｢分からない｣という回答が多い｡ただし意見表明している人の中では､｢教科書検定など､

政府が近現代史の教育内容に口を出しすぎる｡もっと現場の教師が自由な発想で教えられるようにす

べきだ｣という人が全体の37.9%を占め､｢現場の教師が主観的な判断で好き勝手に近現代史を教え

すぎる｡もっと政府が責任を持って厳 しく検定し､政府の公式見解を正しく教えるべきだ｣の3.2%

を大きく上回っている｡

図1-3現在の日本の中学･高校における近現代史の教科書･教え方について･あなたはどう思いますれ (2つ以内の複数回答oうち最も

強くそう思うものを一つ回答)

f a
e 8.0% 9.0%

80.0%

70.0%

60.0%

50.0%

40.0%

30.0%

20.0%

10.0%

0.Ol

a b c d e f

註;実態調査より作成

a)侵略･虐殺･従軍慰安婦など｢暗い｣歴史ばかりを教えすぎる｡もっと･日本人としてのプライド･誇りがもてる内容を教えるべきだ｡

b)戦争の悲惨な歴史が十分に教えられていないO二度と過ちを換り返さないために･もっと･真実の姿を教えるべき民

C)原爆や空襲など.日本の被掛 か りが教えられているo侵略･虐殺など,日本の罪･｢加害者｣の部分をもっと教えるべきだ｡

d)侵略･従軍慰安婦など,外国の被害ばかりが強調されているoあの戦争では･日本も悲惨な被害を受けたのだから･そういうことを･もっ

と教えるべきだ｡

e)わからない｡

i)その他

- 1 33 1
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第 4節 小括

以上､近現代史 を中心 とした歴史認識 と

歴史教育に対する意識 を分析 して きた｡簡

単 に総括 しよう｡

まず第 1に､対象者の中では､第 2次世

界大戦時における日本のアジア ｢侵略/倭

出｣ について､｢決 して許 されるべ きでは

ない｣ という意見が ｢一概 に悪い とはいえ

ない｣ とい う意見 を大 きく上回る｡ただ し

この場合､ 日本の行為は英米など連合国側

のそれと質的に異なるものではな く､む し

ろ､いずれ も帝国主義的行為 として同質の

ものと捉 えていることが うかがえる｡

第 2に､近現代史 を中心 とした歴史教育

については､｢戦争の悲惨 さ｣や ｢日本の

加害者性｣ を伝 えることの重要性が認め ら

れ､ また､政府 の公式見解 に とらわれず

｢真実の姿｣ を教育 してい くことを求める

声が多かった｡

しか し第 3に､戦争責任 については ｢戦

争責任は存在せず､その追及は意味がない

図 卜4現在,学校の教科書は,政府が｢検定｣しています｡特に近

現代史の教育と関わり,あなたはこの｢検定｣について,どう思

いますか｡

註;実態調査より作成

a)教科書検定など,政府が近現代史の教育内容に口を出しすぎる｡も

っと,現場の教師が自由な発想で教えられるようにすべきだ｡

b)現場の教師が,主観的な判断で好き勝手に近現代史を教えすぎる｡

もっと政府が責任を持って厳しく検定すべきだ｡

C)どちらともいえない｡

a)わからない｡

e)その他

/戦争の反省 に 『責任追及』はなじまない｣

という立場 と ｢日本国民 は被害者 として責任追及すべ き｣ とい う立場 とがほぼ措抗する形 とな り､ 日

本国民の加害責任 を認める意見 は極めて少 なかった｡

《補注≫

(1)それ以外の複数回谷間の相関をみると､単数回答で日本のアジア進出を｢一概に悪いとはいえない｣とした

人は複数回答でも同様の､また逆に単数回答で日本のアジア侵略を｢決 して許されるべきではない｣とした

人は､複数回答でもやはり同様の傾向の意見を選ぶ傾向がある｡

(2)複数回答間の相関をみると､明確な相関は見 られないものの､単数回答で｢戦争においてはすべての人々が

加害者であり､被害者でもある｡誰に責任があるとはいえない｣とした人は､｢日本国民は被害者｡国家指導者

の責任を追及すべ き｣等､｢国民は被害者｣とする意見を選ばない傾向がある｡また､単数回答で｢日本国民は

加害者｣とした人は､｢すべての人が加害者であり､被害者である｣､｢日本国民は被害者｡国家指導者の責任を

追及すべ き｣といった意見を選ばない傾向がみられる｡

(3)複数回谷間の相関を見ると､｢日本人としてのブライ ト 誇 りがもてる内容を教えるべき｣とする意見を単数

回答で選択 した人は､複数回答でも｢侵略･従軍慰安婦など外国の被害だけでなく､日本の被害も教えるべ き｣
と回答する傾向がある｡またこれらの人は｢戦争の真実の姿｣や｢日本の加害を重視する｣といった意見は選

ばない傾向がある｡
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第 2章 現代日本の政治 ･社会に対する認識

本章では､現代日本の政治 ･社会のあり方に対する認識 ･意見の動向を分析する｡

第 1節 現代日本の社会の諸問産

まず､現代の日本社会について､どのような問題を感じるかという質問 (図2-1)に対 して､

｢問題はない｣と答えた人は全体のわずか2.4%にすぎず､多くの対象者が現状に何らかの問題意識

をもっていることがうかがえる｡

問題の内容としては､｢利己主義 ･自己中心主義が蔓延し､責任感や公共心が希薄な社会である｣

が全体の33.3% (3つまでの複数回答で56.3%)､｢利己主義 ･自己中心主義が蔓延し､愛国心 ･国に

対する誇 りが希薄な社会である｣が11.3% (同26.4%)を占め､総じて利己主義 ･自己中心主義の蔓

延を指摘する意見が多く見られた｡また､｢経済成長ばかりを重視し､文化や心の豊かさが見失われ

ている｣こと (18.2%､複数回答45.5%)､｢伝統的な日本の文化､日本古来の美風が廃れている｣こ

と (13.2%､複数回答45.7%)を指摘する声も多かった｡さらにこれらと関連して ｢自国の利益や平

和ばかりを考え､国際的な視野 ･国際貢献の姿勢を見失っている｣(5.4%､複数回答17.3%)という

回答も一定の位置を占めた｡

これらに対し､｢国家による管理 ･統制が強すぎて､個人の個性や自由が抑圧されている｣や ｢貧

富の差が激しく､福祉も不十分なので､貧しい人々の生活は大変だ｣といった回答は極めて少ない｡

図211現在の日本社会について,あなたは,どのような問題を感じますか｡(3つ以内の複数回答｡うち最も強くそう患うものを一つ回答)

60.0 % r

50.0%

40.0%

30.0%

20.0%

10.0%

0.0%

a b c d e f g h l J

註;実態調査より作成

a)伝統的な日本の文化,日本古来の美風が廃れている｡

b)貧富の差が激しく,福祉も不十分なので,貧しい人々の生活は大変だ｡

C)自国の利益や平和ばかりを考え,国際的な視野･国際貢献の姿勢を見失っている｡

d)経済成長ばかりを追及し,文化や心の豊かさが見失われている｡

e)利己主義･自己中心主義が蔓延し,愛国心･国に対する誇りが希薄な社会である｡

押 1己主義･自己中心主義が蔓延し,責任感や公共心が希薄な社会である.

g)国家による管理･統制が強すぎて,個人の個性や自由が抑圧されている｡

h)現代の日本の政治･社会に閉居はない｡

i)わからない｡

∂その他
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以上のように､対象者達は､国家的統制

や経済的貧困といった問題ではなく､むし

ろ ｢心 ･精神 ･文化｣の衰退とそれに基づ

く公共性や愛国心の希薄化 といったことに

特に問題を感 じている｡ただし同時に､利

己主義や行きすぎた個人主義 (自己中心主

義)の蔓延によって失われたものとしては､

｢愛国心 ･国に対する誇 り｣ よりも､｢責

任感 ･公共心｣がより多 く認識されている

ことも､彼 らのナショナル ･アイデンティ

ティのあり方を考える上では重要な事実で

あろう｡

第 2節 外交 ･国際貢献

さて次に､日本の外交 ･国際貢献に対す

る意識をみていこう｡

まず､日本の国際貢献のあるべ き姿につ

いて質問 (図2-2)すると､｢国際貢献

といっても､国民の税金で行うのだから､

あくまで日本国民のことを第一に考えて行

うべ きだ｣(23.7%)､｢日本は経済大国と

して､世界全体のために積極的に国際貢献

すべきだ｡それが日本国民の経済的利益に

もつながる｣(29.5%)､そして ｢日本は､

たとえ日本国民の利益にならなくても､世

界全体のために積極的に国際貢献をすべき

だ｣(27.4%)という3つの意見が､ほぼ

括抗する結果となった｡

一方､日本の外交 ･国際貢献に多大な影

響を与えていると思われるアメリカとの関

係について質問 (図2-3)したところ､

｢日本はアメリカの言いなりになりすぎる｡

もっと自立してアジアのリーダーとなり､

アメリカと対等な､よきライバルになるべ

きだ｣という回答が全体の53.5%と過半数

を占めた｡これに次いで､｢アメリカは独

善的で世界のことに干渉しすぎる｡日本は

アメリカと強調するのではな く､む しろ

『小国』の立場にたって､アメリカのよう

な 『大国主義』を批判すべ きだ｣という回

答が22.9%を占めた｡これらに対 し､｢ア

メリカは世界の中では一応､正 しいことを

図2-2 日本の国際貢献のあり方について,どのように思いますれ

註;美樹 査より作成

a)国際貢献といっても,国民の税金で行うのだから,あくまで日本国

民のことを第-に考えて行うべきだ｡

b)日本は,経済大国として,世界全体のた桝 こ,積極的に国際貢献

すべきだ｡それが日本国民の経済的利益にもつながる｡

d日本は,たとえ日本国民の利益にならなくても,世界全体のため

に,耕鹿的に国際貢献をすべきだム

d)わからない｡

e)その他

図2-3 日本とアメリカの関係について,あなたEま,どのように思いま

すかb

註;実態瀦査より作成

a)アメリカは,世界の中では一応,正しいことをしている場合が多い

ので,日本は,アメリカに協力して,積極的に国際貢献をしていく

べきだ｡

b)日本は,アメリカの言いなりになりすぎる｡もっと自立して,アジア

のリーダーとなり.アメリカと対等な,よきライバルになるべきだ｡

C)アメリカは独善的で,世界のことに干渉しすぎる｡日本は,アメリカ

と強訴するのではなく,むしろ｢小国Jの立場に立って,アメリカの

ような｢大国主義Jを批判すべきだ｡

d)わからなしヽ
e)その他
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している場合が多いので､日本はアメリカに協力して積極的に国際貢献をしていくべきだ｣とする意

見は全体の7.5%にとどまった｡総 じてここでは､アメリカに対する日本の従属的な外交姿勢に対す

る批判が強く､しかもその中でも日本が独自の ｢アジアの大国 ･リーダー｣として自立外交を展開す

べきだという意見が多くみられた｡

第3節 天皇 ･日の丸 ･君が代

次に､ネイシヨンとしての日本のシンボルである天皇制 ･日の丸 ･君が代に対する意見を分析する｡

まず､天皇 ･天皇制 (図2-4)については､｢天皇は象徴のままにしておくべきだ｣とする意見

が全体の35.7% (2つまでの複数回答で52.4%)を占め､最も多かった｡これに次 ぐのは､｢天皇制

はあってもなくても自分とは無関係｡どちらでもいい｣という意見で､29.1% (複数回答38.2%)で

あった｡

これらに対 し､｢天皇制は日本独自の伝統 ･文化だから大切に守るべきだ｣(10.9%､複数回答22.4

%)､及び､｢天皇はきちんと元首にすべきだ｣(0.8%､同1.0%)など､天皇制をより積極的に擁護

･強化する意見はあわせて一割強 (複数回答でも2割強)にとどまった｡逆に､｢天皇制は国民主権

に反するので廃止すべきだ｣(9.1%､複数回答13.1%)､及び､｢天皇制は侵略戦争の歴史と関係 して

いるので廃止すべきだ｣(4.1%､複数回答7.1%)等､天皇制の廃止を主張する意見も､合わせて1

割強 (複数回答でも2割強)であった1)｡

総じて天皇 ･天皇制は､対象者の中ではそれほど存在感がなく､従ってそれに対する明確な意見も

もちにくいようである｡

国旗 ･国歌 (図2-5)については､｢日の丸 ･君が代を国旗 ･国歌として慣習的に使うのはいい

図2-4 天皇･天皇制について,あなたは,どのように思いますか｡(2つ以内の複数回答｡うち最も強くそう思うものを一つ回答)

註;実態調査より作成

a)天皇は,きちんと元首にすべきだ｡

b)天皇は,象徴のままにしておくべきだ｡

C)天皇制は,日本独自の伝統･文化だから,大切に守るべきだ｡

d)天皇制は,国民主権に反するので,廃止すべきだ｡

e)天皇制は,侵略戦争の歴史と関係しているので,廃止すべきだ｡

0天皇制は,あってもなくても,自分とは無関係.どちらでもいい｡

g)わからない｡

h)その他

a b c d e f g h
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が､法制化する必要はない｣との意見が全

体で56.3%と過半数を占めた｡自由回答で

も､｢使いたい人が使えばいい｡法制化に

は反対｣といった意見がみられた｡

これに対 し､｢日の丸 ･君が代を国旗 ･

国歌として法制化することに賛成｣と答え

た人は13.5%にとどまった｡また､｢国旗

･国歌は必要だが､日の丸 ･君が代はふさ

わしくない｣(6.0%)2)､｢国旗 ･国歌を

法制化する必要はないし､たとえ慣習的に

使うとしても日の丸 ･君が代はふさわしく

ない｣(8.0%)など､日の丸 ･君が代に明

確に批判的な立場をとる人も合わせて14.0

%にとどまった｡さらに､｢国旗 ･国歌な

ど慣習的にも必要ない｣と答えた人も全体

の5.2%と少なかった｡

総じて､国民国家のシンボルとしての国

旗 ･国歌の存在それ自体はほとんどの人に

肯定されており､しかもその中で日の丸 ･

君が代は､戦前の天皇制国家の象徴ではな

く､戦後の国民国家 ･日本の象徴として定

着している様子がみてとれる｡ただし､そ

れが法制化され､掲揚や斉唱を強制された

り義務付けられたりすることに対しては､

抵抗感が強いようである｡

第4節 現代日本社会と自己の関係

最後に､現代日本社会に対する自己の主

体的な態度 ･関心のあり方についてみてい

こう｡

まず､｢社会や政治の問題に関心がある

方だと思いますか｣という質問 (図2-6)

に対しては､｢とても関心がある｣が9.9%､

｢やや関心がある｣が41.8%で､この両者

を合わせて51.7%を占めた｡-方､｢あま

り関心がない｣は20.5%､｢全 く関心がな

図2-5国旗･国歌について,あなたはどのように思いますか｡

註;実態調査より作成

a)日の丸･君が代を,国旗･国歌として法制化することに賛鼠

b)日の丸･君が代を,国旗･国歌としてtR習的に使うのはいいが,法

制化する必要はない｡

C)国雄･国歌の法制化は必要だが,日の丸･君が代はふさわしくない｡

d)国旗･国歌を法制化する必要はないし,たとえtR習的に使うとして

も日の丸･君が代はふさわしくない｡

e)国旗･国歌など,tR習的にも必要ないo

bわからないo

g)その他

図2-6あなたは,社会や政治の間唐に関心があるほうだと患いま

すか｡

註;実態調査より作成

a)とても関心がある. b)やや関心がある｡ C)どちらともいえない｡

d)あまり関心がない｡ e)全然,関心がない｡ 0その他

い｣は9.1%で､合わせて29.6%にとどまっ

た｡どちらかといえば社会や政治に関心があると考えている人が多いといえよう｡

しかし現在､日本社会と自分自身との関係について､より主体的な態度 ･姿勢に踏み込んだ質問

(図2-7)をすると､｢自分がいくら不満や批判を持っていても､社会を変えることはできない｡

現実には､社会の流れにあわせて生きていくしかない｣と考える人が全体の48.6%を占め､最も多い｡

また､｢今の社会に特に不満も批判もないので社会を変える必要は感じない｡このままでよい｣と答
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える人も8.0%みられる｡これらに対し､

｢たとえ小さな力であっても､努力すれ

ば､社会をよりよく変えることができるO

社会に流されず､社会を変えていきたい｣

と考える人は30.2%であった｡

以上のことから､対象者の多くは日本

社会に対して何らかの関心や問題意識を

もっているものの､自らの力で現実の社

会を変え､問題を解決していけるとはあ

まり考えておらず､全体として社会に対

してやや受動的な姿勢をとっていること

がうかがえる｡

第5節 小括

以上､日本の政治 ･社会に対する認識

を分析 してきた｡簡単に総括 しよう｡

まず第 1に､現代日本の政治 ･社会に

対する関心 ･問題意識は高 く､その内容

としては､政治 ･経済面よりも精神的 ･

図2-7あなたは,現在の日本の社会とあなた自身の関係について,

どのように患いますか｡

註;実態調査より作成

a)自分がいくら不満や批判を持っても,社会を変えることはできない｡

現実には,社会の流れにあわせて生きていくしかないo

b)たとえ小さな力であっても,努力すれば,社会をよりよく変えること

ができる｡社会に流されず,社会を変えていきたい｡

C)今の社会に,特に不満も批判もないので,社会を変える必要は感

じない｡このままでいい

d)わからない｡

e)その他

文化的な問題への関心が特に高い｡しか

し､そうした問題を抱える社会を自らの力で変革していく可能性については悲観的な意見も多 く､社

会に対して受動的な態度も見られる｡

第2に､天皇制や国旗 ･国歌に対する抵抗感はあまりなく､いずれも戦争 ･侵略等､過去の歴史を

背負ったものというよりは､戦後の国民国家日本のシンボルとして受けとめられている｡また天皇制

に関しては､自分とは無関係 ･｢どうでもいい｣といった意見も多く､その存在感はやや希薄である｡

しかし､一方でこうした制度を現状以上に強化 したり､個人に強制したりする動きについては抵抗感

を強く抱いている｡

第3に､外交面では､現在の日本の対米従属的な状況に対する批判が強く､アメリカからの自立を

求める意見が多 くみられた｡また､国際貢献の重要性も認識されている｡いわば､日本がアメリカと

対等なアジアのリーダーとして､国際貢献を含めた独自の外交を展開していくことを求めているとい

えよう｡

《補注≫

(1)複数回答間の相関をみると､単数回答で｢天皇はきちんと元首にすべき｣とした人は､｢天皇制は日本独自の

伝統･文化だから､大切に守るべきだ｣という回答を同時に選択する場合が多かった｡また｢天皇制は国民主

権に反するので廃止すべき｣という意見と､｢天皇制は侵略戦争の歴史と関係しているので廃止すべき｣とい

う意見との間にも密接な相関があった｡

(2)こうした意見を示す自由回答としては､｢国旗･国歌はもっと論議をして､国民が納得できるようなものにす

べきだ｣､｢他の国の人(アメリカなど)が自分の国の国歌を誇らしそうに歌うのがうらやましい｡日本もそん

な国歌にするべきだと思う｣といった意見があった｡
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第3章 戦争 ･軍事に対する認識

本章では､戦争一般､及び､軍事的な国際貢献に対する認識を分析する｡

第 1節 戦争観

まず､｢一般論 として､戦争 というものについてどのように考えるか｣という質問 (図3-1)に

対 しては､｢他国に攻撃された場合は､自国の国民を守るための防衛戦争はやむをえない｣ とする意

見が43.0% (2つまでの複数回答で60.8%)と最も多い｡また ｢自国の国民の利益 ･自由を守るため

には､最終的には､戦争という手段に訴えることもやむをえない場合もある｣(6.8%､複数回答12.8

%)､｢世界全体の平和や民主主義を守るためには､最終的には､戦争という手段に訴えることもやむ

をえない場合もある｣(7.0%､複数回答15.6%)を含め､全体の56.8%が時と場合によっては戦争 ･

武力行使を容認する立場をとった｡

しかしその一方で､｢たとえどんな場合であっても､戦争 ･武力行使は絶対に許されない｣とする

意見も31.2% (複数回答38.2%)を占めた1)｡

第 2節 戦争と個人

また､｢一般論 として､国の行う戦争と個人の関係について､どのように思うか｣ という質問 (図

3-2)に対 しては､｢たとえ自分の国が戦争を始めても､その戦争が正しくないと思えば協力すべ

きではない｣ とする意見が61.0%と最も多 く､これに次いで､｢どんな場合でも戦争は悪いことなの

で､戦争には一切協力すべ きではない｣という意見が20.4%を占めた｡

これらに対 し､｢いったん戦争が始まってしまったら､いろいろな意見はあっても､国民である以

上､一応､自分の国の戦争に協力すべきだ｣は6.5%､｢国家による戦争には協力すべきではないが､

図3-1あなたは一般論として,戦争というものについて,どのように考えますか｡(2つ以内の複数回答｡うち最も強くそう思うものを一つ

回答)

a . l l . . . . _

a b c d o f g NA

註;実態爾査より作成

a)自国の国民の利益･自由を守るためには,最終的には,戦争という手段に訴えることもやむをえない場合もある｡

b)たとえどんな敏合であっても,戦争･武力行使は絶対に許されない.

C)他国に攻撃された蓉合は,自国の国民を守るための防衛戦争はやむをえない｡

d)世界全体の平和や民主主義を守るためには,最終的には,戦争という手段に訴えることもやむをえない場合もある｡

e)国家による戦争は絶対に許されないが,人民による自発的な武力行使は,必要な場合もある｡

f)わからない｡

i)その他
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人民による自発的な武力行使には協力す

る場合もある｣は4.1%といずれも少な

かったO

また､｢国を守るための兵役を自分が

するとしたらどう思うか｣という質問

(図3-3)に対しては､62.2%が ｢自

分がするのは抵抗がある｣と答えた｡

｢全 く抵抗がない｣は3.2%にすぎず､

｢時と場合による｣を合わせても3割に

満たなかった｡

以上のように対象者の多くは､国家が

戦争を行うことそれ自体に対しては､必

ずしも明確に反対というわけではないが､

その戦争に国民として個人が動員された

り､あるいは自ら参加したりすることに

対しては､たとえ防衛等のためであって

も抵抗感を持っていることがうかがえる｡

第3節 軍事的国際貢献

｢軍事面を含めた 『国際貢献』の是非

について､どう思うか｣という質問 (図

3-4)に対 しては､全体の55.7%が

｢あくまで非軍事的な国際貢献に限るべ

きだ｣という回答を選択している｡これ

に次いで､｢ある程度の軍事的な国際貢

献はやむをえない｡慎重に議論しながら､

必要に応じて､軍事的な国際貢献にも踏

み出すべきだ｣とする意見が27.0%を占

めている｡

これに対し､｢たとえ軍事的な分野で

も､世界 ･国際社会が必要としているの

であれば､日本は積極的に国際貢献すべ

きだ｣という意見はわずか9.5%にすぎ

ない｡

総じて軍事的な国際貢献に対しては憤

重な態度がとられる傾向がある｡ただし

その一方で､軍事的な貢献の必要性その

ものは､｢やむをえない｣というそれも

含めれば､約4割が感じているのである｡

自由回答には､｢平和主義を守るのは必要｡

あると思う｣等の声があった｡

図3-2一般論として,国の行う戦争と佃人の関係について,どのよう

に思いますか｡

註;実態調査より作成

a)いったん戦争が始まってしまったら,いろいろな意見はあっても,

国民である以上,一応,自分の国の戦争に協力すべきだ｡

b)たとえ自分の国が戦争を始めても,その戦争が正しくないと思え

ば,協力すべきではない｡

C)どんな場合でも戦争は悪いことなので,戦争には,一切協力す

べきではない｡

d)国家による戦争には協力すべきではないが,人民による自発的

な武力行使には協力する場合もある｡

e)わからない｡

0その他

図3-3あなたは,国を守るための兵役を自分自身がするとしたら,

どう思いますか｡

o NA
6.6%0.8%

註;実態調査より作成

a)自分がするのは抵抗がある｡ b)どちらともいえない｡

C)全く抵抗がない｡ d)時と場合による｡ e)その他

しかし､国際貢献で日本は金だけ出すというのは問題が
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第4節 憲法9条 ･平和主義

｢日本国憲法第9条 (平和主義)につ

いてどう思うか｣という質問 (図3-5)

に対しては､｢平和憲法は世界に誇る理

念であり､改正する必要はない｣という

意見が42.6% (3つまでの複数回答で51.

6%)と最も多く､｢平和主義は､日本の

平和を守り､国益に沿うものなので､改

正する必要はない｣(9.4%､複数回答25.

4%)も含めると､｢改正すべきでない｣

とする意見が52.0%と過半数を超える｡

これに対し､｢改正すべき｣との意見

は､｢外国に攻撃された場合､今の憲法

では防衛できないので､自前の防衛力が

もてるように改正すべき｣の14.3% (複

数回答23.7%)をはじめ､｢アメリカに

従属せず､政治的 ･軍事的に自立するた

めに改正すべき｣(6.2%､複数回答14.6

%)､｢日本も経済大国として 『金だけ出

す』のではなく､政治面 ･軍事面を含め

図3-4現在,日本でも,軍事面を含めた｢国際貢献｣の是非が間者に

なっています｡あなたはどう思いますか｡

註;実態調査より作成

a)あくまで非軍事的な国際貢献に限るべきだ｡

b)ある程度の軍事的な国際貢献はやむをえない｡慎重に議論しなが

ら,必要に応じて,軍事的な国際貢献にも踏み出すべきだ｡

C)たとえ軍事的な分野でも,世界･国際社会が必要としているのであ

れば,日本は積極的に国際貢献すべきだo

d)わからない｡

e)その他

図3-5あなたは,日本国憲法第9粂(平和主義)について,どう思いますか｡(3つ以内の複数回答｡うち最も強くそう思うものを一つ回答)

註;実態調査より作成

a ら c d e f g h i NA

a)外国に攻撃された場合,今の憲法では防衛できないので,自前の防衛力が持てるように改正すべき｡

b)日本も麓済大国としてr金だけ出す｣のでなく,政治面･軍事面を含めた国際貢献が必要なので,軍事力を海外に派遣できるように改正

が必要｡

C)アメリカに従属せず,政治的･軍事的に自立するために,改正が必要｡

d)平和主義は,世界に誇るべき理念であり,改正する必要はないo

e)平和主義は,日本の平和を守り,日本の国益に沿うものなので,改正する必要はない｡

i)実際に自衛隊があり,憲法の理念はすでに空洞化しているので,改正してもかまわない｡

g)もともとアメリカ占領軍によって押し付けられた憲法なので,改正すべき｡

h)わからない｡

i)その他
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た国際貢献が必要なので､軍事力を海外に派遣できるように改正が必要｣(4.6%､複数回答10.6%)､

｢もともとアメリカによって押 し付けられた憲法なので､改正すべき｣(2.7%､複数回答6.7%)等､

全体の3割弱にとどまったが､その理由は多様であった｡またそれ以外に､｢実際に自衛隊があり､

憲法の理念は既に空洞化 しているので､改正 してもかまわない｣という意見も10.0% (複数回答19.5

%)あり､これも含めれば､｢改正すべき (してもかまわない)｣という人は約4割となった2)｡

第5節 小括

以上､戦争 ･軍事に対する認識を分析 してきた｡簡単に総括 しておこう｡

まず第 1に､一般論としての戦争 ･武力行使については､すべての戦争 ･武力行使を否定するので

はなく､｢自衛のため｣等､時と場合によってはやむをえないとする立場が過半数を超える｡しかし

一方で､そうした国家の行う戦争に､国民として自分が参加するかどうかといえば､｢自分が正しく

ないと思った戦争には協力すべきでない｣､あるいは国を守るための兵役であっても ｢自分がするの

は抵抗がある｣とする意見が多く､戦争に対する意見と実際の主体的参加の判断との間にはズレがあ

る｡

第2に､軍事的国際貢献や平和憲法の改正に対しては､慎重な意見が多数を占めている｡平和主義

の理念についても過半数が認めており､実際に国家 ･国民が戦争や武力行使に巻き込まれることにつ

ながるような事態に対しては､抵抗感を持っていることがうかがえる｡

しかし第3に､平和憲法に対しては､実際には ｢既に空洞化しているので改正してもかまわない｣

という消極的容認を含めれば､｢改正すべき (してもかまわない)｣という意見は約4割とかなりの位

置を占めていることも事実である｡

《補注≫

(1)複数回答の傾向をみると､単数回答で｢自国の国民の利益･自由を守るためには､最終的には戦争という手段

に訴えることもやむをえない場合もある｣とした人は､｢他国に攻撃された場合は､自国の国民を守るための

防衛戦争はやむをえない｣という意見を同時に選択する傾向があった｡また､こうした人は｢たとえどんな場

合であっても戦争 ･武力行使は絶対に許されない｣は選ばない傾向があった｡

(2)複数回答の傾向をみると､｢憲法の平和主義を守るべき｣という意見同士､｢改正すべき(してもかまわない)｣

という意見同士には強い相関が見られ､対象者の中で明確に2つに意見が分かれていることがうかがえる｡

さらに｢改正すべき(してもかまわない)｣と回答した人は､特定の理由に集中するのではなく､様々な理由を

同時に選択する傾向があった｡

第4章 民族意識 ･アイデンティティ

では次に､民族意識 ･民族的アイデンティティについてみよう｡

第 1節 ｢日本人であること｣

まず､｢自分が日本人であってよかったと思うか｣(図4-1)という質問に対 しては､61.2%が

｢よかった｣と回答している｡これに対 し､｢よくなかった｣との回答は､わずか3.2%にすぎなかっ

た｡さらに､｢よかった｣と回答 した人にその理由を自由回答で述べてもらうと､日本の ｢経済的豊

かさ｣や ｢治安のよさ｣､あるいは伝統文化や風土に対する愛着を挙げた人が目立った｡
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また､｢日本以外の国への国籍変更を自

分がするとしたらどう思うか｣という質問

(図4-2)に村 しても､｢自分がするの

は抵抗がある｣と回答した人が36.1%であっ

たのに対 し､｢全 く抵抗がない｣ と回答 し

た人は16.8%にとどまった｡

ただし､｢現在､日本民族としての民族

意識を持っているか｣という質問 (図4-

3)に対 しては､｢強 く持っている｣(6.2

%)と ｢やや持っている｣(32.4%)をあ

わせて38.6%､｢あまり持っていない｣(25.

9%)と ｢全 く持っていない｣(10.4%)を

あわせて36.3%となり､ほぼ括抗している｡

また､民族意識を ｢もっている｣と回答 し

た人の中でも ｢強く持っている｣と回答 し

た人は前述のように6.2%にすぎず､日本

民族としての民族意識を強 く主張すること

には戸惑いも見られる｡

さらに､｢日本民族 としての民族意識を

持つべきだと思うか｣という質問 (図4-

4)には､37.7%が ｢人間は個人として判

断されるべきであり､民族にこだわるのは

あまりよくない｣ と考えてお り､｢日本民

族は優れた伝統 ･文化をもっているので､

民族の誇 り･民族意識をもつべきだ｣とす

る意見 (23.7%)や､｢日本民族は､侵略

を含め､様々な歴史を背負った民族であり､

民族としての責任感 ･民族意識を持つべき

だ｣とする意見 (ll.8%)を上回った｡し

かし全体としては､民族意識を ｢持つべき｣

とする意見と ｢持たなくてよい｣とする意

見が､ほぼ括抗 しているといえる｡また､

この質問に対 しては ｢わからない｣という

意見も17.8%と高い回答率を示 した｡ここ

にもまた､民族意識をいかに受けとめるべ

きなのか戸惑いを感 じている対象者の姿が

うかがえる｡

さらに､｢自分にとって大切なもの｣を

順に3つ選択 (図4-5)してもらったと

ころ､｢国｣ ･ ｢民族｣ ･ ｢社会の変革｣

等をあげた人は極めて少数にとどまった｡

最も多かったのは ｢家族｣で43.9% (3位

図 4-1あなたtも 自分が日本人であってよかったと思いますかo

註;実態調査より作成

8)よかった｡ b)どちらともいえない｡ C)よくなかった｡ d)その他

図4-2あなたは,日本以外の国-の国籍変更を,自分自身が

するとしたら,どう思いますか

o NA

読;実態萌査より作成

a)自分がするのは抵抗がある｡ b)どちらともいえない｡

C)全く抵抗がなし㌔ d)国による｡ e)その他

図4-3あなたは,現在,日本民族としての民族意杜を持っていま

すか｡

註;実態調査より作成

a)強く持ってし塙 ｡ b)やや持っている｡ C)どちらともいえない｡

d)あまり持っていなし㌔ e)全く持っていない｡ t)その他
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の複数回答で71.8%)で､これに次いで

｢身近な友人｣(ll.9%､複数回答64.5%)

や ｢恋人｣(ll.3%､複数回答34.8%)等､

自己を取 り巻 く身近な人間環境をあげる人

が目立った｡そして ｢(将来の)仕事のや

りがい｣(9.2%､複数回答30.9%)や ｢金

銭 (経済的ゆとり)｣(5.2%､複数回答33.

5%)､｢趣味｣(4.2%､複数回答19.0%)

といった自己実現 ･物的環境が重視されて

いる｡しかし､上位には後者よりも前者が

おかれており､自己実現や物的環境よりも､

家族をはじめとする自分の身近な人との関

係を大切にしている様子がうかがえる｡

第 2節 国際結婚 ･海外永住

｢国際結婚や海外永住を自分がするとし

たらどう思うか｣という質問 (図4-6)

に対する回答をみてみると､国際結婚につ

いては ｢相手による｣が48.1%､｢全 く抵

図414あなたは,日本民族としての民族意鼓を,もつべきだと思い

C

37.7,i

a)日本民族は,凍れた伝統･文化をもっているので,民族の誇り･民

族意識をもつべきだ｡

b)日本民族は,侵略を含め,様々な歴史を背負った民族であり,氏

族としての責任感･民族意鞍を持つべきだ｡

C)人間は純粋な個人として判断されるべきであり,民族にこだわるの

は,あまりよくない｡

d)わからない｡

e)その他

抗がない｣が16.8%で､｢自分がするのは抵抗がある｣(18.3%)を大きく上回った｡結婚においては､

明らかに国籍よりも個人が重視されていることがうかがえる｡

海外永住については (図4-7)､35.3%が ｢国による｣と回答し､次いで ｢自分がするのは抵抗

がある｣､｢全 く抵抗がない｣が22.5%で並んだ｡国際結婚に比べるとやや慎重な様子もみられるとは

いえ､やはりさほど抵抗感は感 じられていない｡

図4-5あなたにとって,特に大切なものは何ですれ 次の①～⑬の中から,特に大切なものから3つ,番号を挙げてください｡

80･0% ｢

70,0%

60.0%

50.0%

40.0%

30.0%

20.0%

10.0%

0.0%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 NA

註;実態調査より作成

(丑国 ②民族 ③社会の変革 ④家族 ⑤学校･大学 ⑥(将来の)仕事のやりがい ⑦身近な友達 ⑧サークル

⑨アルバイト ⑳地域(故祢･市町村･町内など) ⑫趣味 ⑬宗教 ⑬金銭(経済的ゆとり) ⑭社会的地位(将来の)

⑬恋人 ⑳その他
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総じて対象者の中では､結婚や居住地に

ついては､国籍 ･領域の違いよりも個人の

選択 ･自己決定が重視されているといえる｡

第3節 外国人に対する認識

｢在日朝鮮人 ･韓国人をはじめとする在

日外国人の基本的人権や国籍について､ど

のように思うか｣という質問 (図4-8)

に対 しては､｢在日外国人に対 しても､基

本的人権は日本国民と同様に保障すべき｣

だとする意見が65.1% (2つまでの複数回

答で74.3%)と最も多かった｡これに対し､

｢日本に住む以上､日本国籍を取って日本

国民になるべき｣(3.7%､複数回答6.6%)､

｢在日外国人は日本国籍を持たないのだか

ら､日本において､ある程度基本的人権が

制限されるのもやむをえない｣(13,8%､

複数回答17.0%)､｢在日外国人の中でも個

人差がある｡優れた能力 ･業績を持ち､日

本社会に貢献した外国人に対しては､日本

国民と同様の基本的人権を保障すべき｣(10.

1%､複数回答17.8%)等の意見は,相対

的に少なかった｡総じて､基本的人権が国

籍や個人の能力によって制限されるべきで

はなく､従って外国人に対しても日本人同

様に保障されるべきだと考える傾向が強い

ことを示している｡

また､｢外国人労働者の受け入れについ

て､どのように思うか｣という質問 (図4-

9)に対 しては､｢外国人が多 く入ってく

ると､多様な文化 ･価値観がもたらされ､

図416あなたは,国際結婚を,自分自身がするとしたらどう思いま

すか｡

註;実態調査より作成

a)自分がするのは抵抗がある｡ b)どちらともいえない｡

C)全く抵抗がない｡ d)相手による｡ e)その他

図4-7あなたは,日本以外の国-の海外永住を,自分自身がする

としたら,どう思いますれ

C
22.5%

註;実態調査より作成

a)自分がするのは抵抗があるc b)どちらともいえなV㌔

C)全く抵抗がない｡ d)国による｡ e)その他

日本の社会がもっと豊かに活性化する｡だ

から積極的に受け入れるべき｣とする意見が25.3% (2つまでの複数回答で32.8%)で最も多かった｡

さらに､｢安い賃金で働いてくれる外国人労働者は､日本経済の発展にとって必要だ｡だから積極的

に受け入れるべき｣(7.5%､複数回答13.8%)や ｢他の先進国は外国人労働者をたくさん受け入れて

いるので､日本も経済大国 ･先進国の責任として､積極的に外国人労働者を受け入れるべき｣(10.3

%､複数回答20.2%)も含め､｢積極的に受け入れるべき｣とする立場が全体の43.1%を占めた｡

これに対し､｢外国人が多く入ってくると､日本人の失業が増えたり､犯罪が増加したりする｡だ

から外国人の入国は厳しく制限すべき｣(16.8%､複数回答22.9%)､｢日本は単一民族の国だから､

あまりたくさんの外国人が入ってくると､日本らしさ･独自の文化が失われる｡だから外国人の入国

は厳 しく制限すべき｣(1.8%､複数回答3.9%)等､外国人労働者の受け入れに反対する意見は18.6

%にとどまった｡
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図4-8 日本には,在日朝鮮人･韓国人をはじめ,多くの在日外国人が住んでいます｡あなたは,在日外国人の基本的人権や国籍につい

て,どのように思いますか｡(2つ以内の複数回答｡うち最も強くそう思うものを一つ回答)

瓜
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仇

S
.
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a b c d e f

註;実態調査より作成

a)日本に住む以上,日本国籍を取って日本国民になるべき｡

b)在日外国人に対しても,基本的人権は日本国民と同様に保障すべきo

c)在日外国人は日本国籍を持たないのだから,日本において,ある程度,人権が制限されるのはやむをえない｡

d)在日外国人の中でも個人差がある｡任れた能力･業練を持ち,日本社会に貢献した外国人に対しては,日本国民と同様の基本的人権

を保障すべき｡

e)わからない｡

i)その他

図419あなたは,外国人労働者の受け入れについて,どのように思いますか｡(2つ以内の複数回答.うち最も強くそう思うものを一つ

回答)

40.0%

30.0%

20.0%

10.0%

0.0%

a b c d e f g h NA

a)安い貸金で働いてくれる外国人労働者は,日本経済の発展にとって必要だ.だから積極的に受け入れるべき｡

b)他の先進国は外国人労働者をたくさん受け入れているので,日本も,経済大国･先進国の責任として,積極的に外国人労働者を受け

入れるべき｡

C)外国人が多く入ってくると,多様な文化･価値観がもたらされ,日本の社会がもっと豊かに活性化する｡だから積極的に受け入れるべ

き｡

d)外国人が多く入ってくると,日本人の失業が増えたり,犯罪が増加したりする｡だから,外国人の入国は厳しく制限すべき｡

e)日本は単一民族の国だから,あまりたくさんの外国人が入ってくると,日本らしさ･独自の文化が失われる｡だから外国人の入国は厳しく

制限すべき｡

カ外国人が多く入ってくると,差別や極右民族主義がはびこるので,そうした事態に対する警戒･対策が必要だO

わからない｡

g)その他
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またそれ以外に､｢外国人が多 く入ってくると､差別や極右民族主義がはびこるので､そうした事

態に対する警戒 ･対策が必要だ｣とする意見も全体の19.1% (複数回答31.9%)に上った｡そして複

数回答の相関でみると､こうした差別や極右民族主義の台頭に対する懸念は､外国人労働者を ｢積極

的に受け入れるべ き｣ という立場の人､及び､｢厳 しく制限すべ き｣という立場の人の双方から選択

されている傾向があった1)｡

第 4節 小指

以上､民族意識 ･アイデンティティに関する認識を概観してきた｡簡単に総括 しよう｡

まず第 1に､対象者の多 くは､｢日本人一日本国民｣として諸利益を享受 していることを肯定的に

評価 し､その意味で日本国民としての自己に満足 していることがうかがえる｡その一方で､日本人と

しての民族意識をもつべきかどうかについては意見が分かれ､また明確な判断をもっておらず､全体

として民族よりもむしろ純粋な個人として判断されることを望む意見も多い｡そこで､日本人 ･日本

国民であることと､純粋な個人であることの肯定的評価が両立 しており､しかも ｢日本国民｣であり

ながら ｢個人｣が ｢民族｣や ｢国家｣によって束縛されることには否定的な立場をとっていることが

うかがえる｡また､こうした立場は国際結婚や海外永住に対する考え方にも明確にあらわれている｡

第2に､｢自分にとって大切なもの｣とは､｢家族｣や ｢身近な友人｣等､個人の身の回りにある人

的環境のほか､経済的余裕や物的環境といったものが重視されている｡それに対 し､｢民族｣･｢国｣
･ ｢社会の変革｣などはほとんど重視されていない｡その意味でも､国民 ･民族 ･国家等は軽視され

ているか､あるいはまたあまりにも自明祝されているかであり､いずれにせよ ｢大切なもの｣という

形で自覚される対象ではない｡

第3に､在日外国人の基本的人権や外国人労働者の受け入れに対 しては寛容な立場をとる意見が多

い｡特に人権の保障については8割に上る対象者が ｢日本人と同様に保障されるべき｣としている｡

外国人労働者の受け入れに対 しても､文化や価値観の多様化 ･社会の活性化につながる等､受け入れ

に対する拒否感はあまりなく､むしろ差別や極右民族主義が台頭することへの懸念の方が強 く見られ

る｡ただしそうした差別や極右民族主義への警戒は､差別する側だけに向かうとは限らず､｢だから

外国人を受け入れるべきではない｣といった方向に向かう可能性も潜在化させている｡

《補注≫

(1)それ以外の複数回答の傾向をみてみると､｢外国人労働者を積極的に受け入れるべき｣とした人は､複数回答

でもやはり｢積極的に受け入れるべき｣という意見を､逆に｢厳しく制限すべき｣とした人は複数回答でもや

はり同様の傾向の意見を選択する傾向があった｡
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